
施策評価シート（平成28年度評価実施） 担当部課名 関連部課名

市民とともに歩むまちづくり【協働・行財政運営】

広域行政

施策が目指す蒲郡市の将来の姿

●広域的なまちづくりにより、効率的な行政運営と行政サービスの向上が進んでいます。

●近隣自治体と共存・共生することを目的に、行政サービスの適切な役割分担が進んでいます。

●地域全体のよりよい発展のために、近隣市町と積極的に協力・連携を深めています。

◆具体化した施策の取り組み実績

1　行政サービスの連携

2　法律に基づく共同処理制度の積極的な活用

3　国・県・関係自治体との連携強化

4　道州制、市町村合併等に関する調査研究

5　広域的視点に立った市民協働促進策の推進

6　活力ある地域社会を形成するための担い手の育成

7　広域行政の計画的推進

項目 平成26年度実績

44

平成28年度計画

ほの国こどもパスポート事業

4

項目 平成26年度実績

電算システムの共同開発 -

広域連合に職員を派遣し、新

たな広域連携体制の構築実施

広域連合に職員を派遣し、新

たな広域連携体制の構築実施

平成27年度実績

共同処理制度を活用した広域連携数

基本目標

施策名

項目 平成26年度実績

広域的な連携による関係自治体との共存・共生を図るために、行政サービスの広域化・共同化による効率的な行政運営と

行政サービスの向上、道州制や市町村合併などに関する調査研究、広域的視点に立った市民活動の育成・支援などの

取組を推進します。

平成28年度計画平成27年度実績

公共施設の相互利用の推進

平成26年度実績

サイト利用促進策の検討

広域連合設立準備室に職員を

派遣し、連合設立に向けた具

体的な検討を実施し、連合設

立

項目 平成26年度実績

項目

新たな連携の検討

広域行政に関する定期的な情報提供

東三河広域協議会による広域

課題研究報告書の公表

ほの国こどもパスポート事業

平成28年度計画

収納支援システム開発 -

平成27年度実績

企画部

企画政策課

ほの国こどもパスポート事業

サイト利用促進策の実施

平成27年度実績 平成28年度計画

平成27年度実績 平成28年度計画

東三河広域協議会による広域

課題研究報告書の公表

広域連合による広報ひがしみ

かわの発行

サイト利用促進策の実施

項目 平成26年度実績 平成27年度実績

どすごいネットの機能充実

三遠南信地域連携ビジョン 三遠南信サミットへの参加

東三河振興ビジョン

東三河地方拠点都市地域基本計画

東三河広域協議会による調

査・研究の実施

東三河広域協議会による調

査・研究の実施

平成27年度実績 平成28年度計画項目 平成26年度実績

―

平成28年度計画

三遠南信サミットへの参加 三遠南信サミットへの参加

主要プロジェクト推進プランの

策定・実施

主要プロジェクト推進プランの

策定・実施

主要プロジェクト推進プランの

策定・実施



◆評価指標

◆指標の説明・考え方

◆指標の分析

◆今後の方針

施

策

の

課

題

今

後

の

施

策

展

開

指標名 区分 平成26年度

平成32年度

平成28年度 将来目標平成27年度

近隣自治体との連携強化

目標値

実績値

自立した蒲郡のために

近隣自治体との連携を

強化

目標値

実績値

愛知県後期高齢者医

療広域連合・愛知県東

三河地方税滞納整理

機構・東三河広域連合

愛知県後期高齢者医

療広域連合・愛知県東

三河地方税滞納整理

機構・東三河広域連合

連携を強化し、より効率的な行政運営を実施し、蒲郡の独自性を活かして自立した都市を目指す。

近隣自治体との連携強化

蒲郡市単独では解決が困難な課題等を解決するために近隣自治体との連携を深

める。

実績値

連携分野の拡大や、内容の充実などにより市民サービスが向上するための連携強化が必要。

平成２７年1月に設立した東三河広域連合に係る市民への周知及び事業効果の検証が必要。

指標名 説明・考え方

東三河、西三河、三遠南信地域及び愛知県との連携により、行政課題の解決に向けて取り組んでいる。

東三河広域連合に職員を派遣し、新たな広域連携体制の構築及び具体的な事業を実施。

目標値



課長評価

構成事業の

進捗状況

Ｂ：おおむね計画どおり進行している。

施策の

進め方

Ａ：現状のままでよい。

Ｂ：目指す将来像実現に向けておおむね計画どおり進行している。

コメント

  平成27年1月に東三河広域連合が設立され、平成３０年度の介護保険者統合などに向け

て、各自治体間の調整を行っている。地域医療、地域公共交通、都市基盤などの課題も広

域化、多様化しており、共通課題を持つ基礎自治体と連携し、課題を解決するとともに、経費

の節減を図ることは必要である。ただし基本は、基礎自治体での取り組みであり、課題ごとに

広域連携のあり方（広域連合、一部事務組合などの特別地方公共団体、法定協議会、任意

の協議会など）を精査し、事業実現をはかる必要がある。

  名鉄西尾・蒲郡線の存続問題は、引き続き西尾市との連携を図り、新たな５年間の存続が

可能となっているが、今後の施策について取り組んでいく。

コメント

東三河広域連合では、平成28年度より滞納整理事務及び消費生活相談等に関する事務も

加わり、さらに平成30年度には介護保険者への統合に向けての準備も進んでいる。また新た

に東三河まち・ひと・しごと創生総合戦略の策定準備も進んでおり、今後は市民へのより一層

の周知を図り、広域連合での事業実施の効果の検証等が必要となってくる。

施策の

進捗状況

部長評価



施策に属する事務事業一覧

事業レベルで該当なし

人件費

(参考)

(千円)

人工

総合

評価

事業の

種別

市長

ﾏﾆﾌｪｽﾄ

実施

計画

総合

計画

所管課

番号 事　　業　　名

人件費を除く

事業費(千円)


